
FAIS(Foundation for Advancement of International Science)

各界の研究機関の協⼒を得て、産業の発展と国⺠福祉の向上
に資するための学際的研究開発及び国際交流等を実施する。

（初代会長土光敏夫.昭和52年9月20日）
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FAIS Location

FAIS

住所：つくば市春日3‐24‐16

TEL：029‐860‐3333

URL：www.fais.or.jp

筑波大学

筑波技術大学
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設⽴時の役員⼀覧FAIS
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現在の役員⼀覧FAIS
役 職 氏 名 現 職 等

会 長 住川 雅晴
(一財)つくばグローバル・イノベーション推進機構理事
長、元(株)日立製作所副社長

専務理事 吉岡 高志
筑波大学産学連携会会長補佐、前筑波大学学長特別補佐、
元東京海上研究所主席研究員

理 事

岩木川雅司 元SMBC日興証券(株)代表取締役兼副社長執行役員

牛島 信 弁護士(牛島総合法律事務所代表)

大越 教夫 つくば国際大学教授、前筑波技術大学学長

岡本 全勝 前内閣参与、元復興庁事務次官

木村 孟
元(独)大学評価・学位授与機構機構長、
元東京工業大学学長

小暮 和之
前(公財)東日本鉄道文化財団理事長、
元東日本旅客鉄道(株)常務取締役

澁谷 耕一 リッキービジネスソリューション(株)代表取締役

竹岡 倫示 前(株)日本経済新聞社専務執行役

田中 敏
(国研)科学技術振興機構 中国総合研究・さくらｻｲｴﾝｽ
ｾﾝﾀｰ上席ﾌｪﾛｰ、元(公財)つくば科学万博記念財団理
事長、元文部科学省研究開発局長

土屋 定之 前ペルー大使、元文部科学省事務次官

永田 恭介
筑波大学学長、国立大学協会会長、
中央教育審議会副会長

西澤 宏繁
東京都産業教育振興会会長、
元(株)企業再生支援機構代表取締役社長

町田 勝弘
前JRAファシリティーズ(株)会長、前JRA副理事長、
元農林水産省事務次官

松本 宏
(公財)ボーイスカウト日本連盟相談役、
元株式会社電通取締役副社長

室伏きみ子 前お茶の水女子大学学長

監 事
矢田 次男 弁護士（のぞみ総合法律事務所代表）

山下 貴 税理士（山下貴税理士事務所所長）

役 職 氏 名 現 職 等

評議員

石田 瑞穂
（国研）産業技術総合研究所活断層・火山研究
部門客員研究員、元日本地震学会会長

稲葉 善治 ファナック（株）代表取締役会長

乾 正人 前(株)産業経済新聞社論説委員長

久間 和生
（国研）農業・食品産業技術総研究所理事長、
元総合科学技術・イノベーション会議常任議員、
元三菱電機（株）代表取締役副社長

小玉喜三郎
元(国研)産業技術総合研究所副理事長
兼つくばセンター長

清水 肇子 （公財）さわやか福祉財団理事長

白井 達郎 株式会社産学共同システム研究所代表取締役

白井 泰雪 東北大学未来科学技術共同研究センター教授

中村 道治
（国研）科学技術振興機構顧問（前理事長）、
元（株）日立製作所副社長

板東 久美子
前日本司法支援センター理事長、
元消費者庁長官



1980/3 1985/3 1990年代半ば 1999/9 2002/1 ‘11/8

土光敏夫 稲山嘉寛

1977/9

大竹美喜中西真彦

・昭和51年(1976)10⽉、わが国初の⼤規模研究集積地となる筑波研究学園都市の整備が進むなか、
研究開発の活性化で産業イノベーションを図ること等を趣旨として、財団設⽴準備会が発⾜。

歴代代表理事(会⻑) 

初代
1977/9

2代
1982/6

3代
1987/10 吉山博吉

4代
1998/4

5代
2002/4

21C

産学官連携の機運

・財団設立
(試験研究機関/
後に特定公益
増進法人)

国の研究
機関移転終了

国際科学技術
博覧会

国等の機関29を含む多くの
研究・教育機関に、20,000人
の研究者

財団イネゲノム解読準備スタート。
政府ミレニアムプロジェクト化(成果
‘03Science誌掲載)

東北大学研究所竣工
(大見教授、第1回産学

官連携内閣総理大臣
賞’03)

『科学大辞典』公刊

公益財団法人に認可

新研究所竣工

’12/4

FAIS

FAIS 2023 8

’07/3

つくばWAN開通

住川雅晴
6代

2022/7

’22/1

・広島大学、東京エレクトロンと半導体
共同研究開始

・国立高専、国立防災科研、当財団との
三者共同主催による第1回防災減災コ
ンテスト開始



１財団の主な歩み

• 昭和52年（1977）9月20日設立

初代会長：土光敏夫［経団連会長］

• 昭和53年（1978）9月試験研究法人許可

• 昭和56年（1981）3月特定公益増進法人指定

• 昭和57年（1982）6月
第2代会長：稲山嘉寛［経団連会長］

• 昭和60年（1985）3月
『科学大辞典』刊行（丸善）

国際科学技術博覧会開催（博覧会協会長：土光敏夫）

• 昭和62年（1987）10月
第3代会長：吉山博吉［経団連副会長］

• 平成10年（1998）6月
第4代会長：中西真彦［東京商工会議所副会頭］
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FAIS
出版事業

発行：丸善（35,000語/1,850ページ）

(トピックス)



１財団の主な歩み

• 平成11年（1999）3月
環境対応/省エネ型半導体製造研究Project発足（産・学協働）

研究代表者の大見忠弘教授が「第1回産学協働／内閣総理大臣賞」受賞

• 平成12年（2000）4月
イネ遺伝子の解読Project発足（政府ミレニアムプロジェクト）

国家事業として位置付けられアメリカはじめ他国に先駆けて解読に成功

• 平成13年（2001）9月
第5代会長：大竹美喜［経済同友会幹事］

• 平成15年（2003）4月
放射光利用蛋白質結晶構造解析Project発足

（産・学・官協働=KEK、筑波大学始め多数の大学、萬有製薬、

エーザイ、三菱化学等多数の企業）

• 平成17年（2005）4月
『科学大辞典』第2版刊行（丸善）
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東北大学
大規模ラボ立ち上げ：未来科学技術共同研究センター
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FAIS + Univ. of Tohoku
(トピックス)



イネゲノム解読Project（完全長cDNA）
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FAISバイオ研究所
(トピックス)



１財団の主な歩み
• 平成19年（2007）4月

つくばWAN運用開始

• 平成20年（2008）4月
特例民法法人移行

• 平成23年（2011）8月
公益財団法人認定

• 平成26年（2014）
6研究所体制スタート（平成28年に7研究所体制）

• 平成27年（2015）1月
内閣府現地検査（文書指導無し）

• 平成28年（2016）3月
つくばWAN、SINET（国立情報学研究所）に移行
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１財団の主な歩み

• 令和元年（2019）4月
臨時理事会 運営協議会新設

• 令和元年（2019）11月
内閣府現地検査（文書指導無し）

• 令和4年（2022）1月
広島大学、東京エレクトロンと半導体共同研究開始

• 令和4年（2022）7月
第6代会長（現）：住川雅晴

• 令和5年（2023）3月
国立高専、国立防災科研、当財団との三者共同主催による

第1回防災減災コンテスト開催

FAIS 2023
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財団概要

• 以下の公益目的事業実施
＊研究開発
＊学術会議等の主催共催

• 現理事数：17名(定款上10‐20名)
• 現評議員数：10名(定款上5‐15名)

• 3つの研究所
• 15名の特任研究員 *内、4名の特任主席研究員
• 20名の兼任研究員

FAIS 2023
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防災・減災をテーマとした国立高専等との新規共同事業 (1)

地震、津波、噴火、豪雨、洪水等毎年多くの自然災害に見舞わ
れている我が国においては、防災・減災対策が極めて重要且
つ喫緊の国家的課題となっている。

国立高専は全国に５１校(公立、私立含め５８校)が配置され、
「地域密着型」・「課題解決型」・「社会実装型」の教育手法を特
長とすることから、令和２年より当財団と国立高専による防災・
減災を目的とした共同プロジェクトを立ち上げ、各地方自治体
の防災・減災ニーズを調査・把握しながら、国立高専の有するＡ
Ｉ（ディープラーニング）技術、ビッグデータ処理技術、ＩｏＴ技術、
ロボット技術や創意工夫したアイデア等を以て諸対策を講じて
行くことを目指し論議を重ねて来た。
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令和４年度が国立高専創設６０周年に当たることから上記共同
プロジェクトを６０周年記念事業として正式にスタートさせること
とした。具体的には、当財団と国立高専機構による共同プロ
ジェクトを社会全般に広く認知戴く為にも国立高専の代名詞と
なっている「ロボットコンテスト(ロボコン)」に肖り第１回の『防災
減災コンテスト(防減災コン)』としてスタートさせることを決定し
た。

本プロジェクトをより強力に推進して行く為に公益財団法人国
際科学振興財団、独立行政法人国立高等専門学校機構、に新
たに国立研究開発法人防災科学技術研究所（防災科研）、を
加えた ３団体による共同主催事業に格上げした。
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防災・減災をテーマとした国立高専等との新規共同事業 (2)



国立高専創設６０周年に当たる令和４年度に第１回防災
減災コンテストを実施した。公募に対し各校約30チームが
応募し書面審査の上10チームを選定した。選定された10
チームを対象に令和5年3月6日に東京国際フォーラムで最
終審査会を実施した。

最終審査の結果、①文部科学大臣賞に和歌山高専、②高
専機構賞に奈良高専、③国際科学振興財団賞に新居浜
高専、④防災科研賞に石川高専、⑤ＮＨＫ会長賞に沼津
高専を其々選出し第１回防災減災コンテストを成功裏に実
施した。 （参考資料：P25～P33ご参照）
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防災・減災をテーマとした国立高専等との新規共同事業 (3)
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国立高等専門学校について (1)

(1) 高専とは

高等専門学校（高専）は、中学校の卒業生を学生として受け入れ、５年間一
貫の技術者教育を行う高等教育機関である。現在、国立51、公立３、私立４、
計58校の高専が日本全国に設置されており、毎年約１万人弱（同世代人口

の１％以下）の中学校卒業生が未来の高度エンジニアを目指して全国の高
専に入学している。このうち、国立高専51校は、平成16年度から、全て独立

行政法人国立高等専門学校機構（高専機構）がその設置者として、管理運
営の最終的な責任を担っている。

(2) 高専教育・カリキュラムの特色

高専のカリキュラムは、中学校卒業後の早期の段階から、実験・実習を重視
した高度な専門教育を行うことにより、20歳の卒業時には大学と同程度以上

の知識・技術を身につけることができるものとなっている。また、地域密着
型・課題解決型・社会実装型の教育手法を特長とし、学生は自らが身につ
けた技術力とアイデアを、ものづくりを通じて社会課題の解決に生かすこと
を目標としている。
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国立高等専門学校について (2)

(3) 高専制度の沿革と評価

高専は、高度経済成長期の池田勇人内閣当時の昭和36年に、優秀な若手

技術者の確保を求める産業界の強い要請に応えて法制化（「学校教育法」
への位置付け）された。産業界で活躍できる人材養成をミッションとする高専
は、制度創設以来約60年にわたり優秀な技術者を育成・輩出し、ものづくり

大国・日本を支えてきた。このような高専教育の実績は産業界のみならず、
学術界、地方自治体からも高く評価されている。

(4) 海外展開

近年、我が国独自の高等教育機関である高専は、アジア諸国を始め多くの
国々から、自国の経済産業を支える高度な人材養成機関として大きな注目
を集めており、高専機構は、現在、モンゴル、タイ、ベトナムを重点３か国とし
て"KOSEN"制度の各国への導入（"KOSEN"の海外展開）に協力している。
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国立高等専門学校について (3)

(5) Society5.0 への対応

日本が独自に生み出した高専は、上記(4)の通り今や世界の"KOSEN"として
そのプレゼンスを高めるに至っているが、Society5.0とも呼ばれる新たな経済

社会に対応し、高専が高度なテクノロジーを身につけグローバルに活躍でき
る学生を輩出する高等教育機関として一層の飛躍ができるよう、高専機構
は、制度創設60周年を令和３年に控え、高専教育の高度化・国際化を最重
要課題としている。

(6) 高専教育の新展開

社会変化に対応した高専教育の新展開のため、高専機構では、地域密着
型・課題解決型・社会実装型の従来の高専教育の特長は生かしつつ、１法
人＝51高専のスケールメリットを生かし、オール国立高専として全国の国立

高専ネットワークを構築し、また、産業界、学術界、地方公共団体等とも広く
連携を図りながら、従来の地域課題のみならず国家的課題の解決にも取り
組める教育システムと人材育成を図る取り組みを開始しようとしている。




